
１　事業の目的１　事業の目的１　事業の目的１　事業の目的

　　　　　　　　具体的な数値で表すと（対象指標）

３　事業コスト３　事業コスト３　事業コスト３　事業コスト

４　事業に対する市民や議会の意見４　事業に対する市民や議会の意見４　事業に対する市民や議会の意見４　事業に対する市民や議会の意見

15,000

32,797

47,797

15,000

意図

対象を

どう変

えるか

運営の健全化と業務の充実を図る。

22年度予算額

特定財

源内

訳、補

足事項

21→22繰越明許費15,000千円22年度決算額 23年度予算額

政　　策 商業・市街地活性課課等名

施　　策

事業の目

的は「対

象」を「意

図」した状

態にする

ことです

対象

誰、何

に

商工団体数

「21年度決算額」が予算科目「21決算

額」合計と相違

32,797

32,79732,797

平成22年度事務事業実績及び前期4年間取組評価表平成22年度事務事業実績及び前期4年間取組評価表平成22年度事務事業実績及び前期4年間取組評価表平成22年度事務事業実績及び前期4年間取組評価表

予算科目

商工会議所活動運営事業

会計 一般会計

事務事業名

7-1-1-10-1

事業No. 施策順№451

飯田商工会議所

※鼎商工会・上郷商工会・遠山郷商工会は平成21年4月1日に飯田商工会議所に組織統合された。

19年度

S31開始11 事業者自らが実施するパワーアップ活動 事業期間

23年度　20年度 21年度 22年度

政策･その他
事業種別

終了

14 1 1

22年度の目標達成度

に対する振り返り

【政策的事業のみ評

価】

目標達成率は97.6％で目標値はクリアーしなかったが、事業者の高齢化と景気低迷による自然減の大きさはいかんともしがたい面がある。しかし活動量は、

経営指導件数はH22年度の6.3％増、講習会等参加者数は16.7％増であり、中小企業者支援の役割を果たしていると認められる。

目標達成

度

22年度

目標

22年度

実績

3785

23年度

目標

20年度

実績

19年度

実績

活動量・単位

１　32,797千円

２　6,900件

３　1,500人

3694 3185

１　32,797千円

２　6,906件

３　1,513人

４　220,000千円

Ｂ

3185

事業内容 名称

２　手段（具体的な取り組み内容）２　手段（具体的な取り組み内容）２　手段（具体的な取り組み内容）２　手段（具体的な取り組み内容）

事業の制度

（仕組み）説明

飯田商工会議所が行う商工業の発展、商店街の振興のために行う事業等に要する経費に対し、補助金を交付する。

22年度

事業内容

１　補助金額

２　経営指導の件数

３　講習会等参加者数

１　商工会議所活動運営補助事業費

　商工業振興のため、中小企業者等に対し経営指導、講習会等を行っている飯田商工会議所に

対し補助を行い、運営を支援し産業振興を図る。組織統合による資金面の不利益が生じないよ

う、統合後２年間（H21～22年度）はH20年度補助額を維持。また、H23年度以降の補助金の枠組

みの検討を行った。

２　経営指導の実施（巡回指導、窓口指導、創業指導）

３　講習会等の実施（集団指導、個別指導）

４　プレミアム付商品券発行事業補助金

　地域の消費需要を喚起するため、飯田商工会議所のプレミアム付商品券発行事業に補助を

行った。

　商品券名：飯田お練りまつり･御柱記念プレミアム付商品券

　発売日：平成22年３月７日　　　利用期限：平成22年７月31日

１　補助金額

２　経営指導の件数

３　講習会等参加者数

４　商品券総額

23年度

実施計画

１　商工会議所活動運営補助事業費

商工業振興のため、中小企業者等に対し経営指導、講習会等を行っている飯田商工会議所に対

し補助を行い、運営を支援し産業振興を図る。H23年度補助金は、県小規模事業支援事業補助

金の額の１／３を基本に算出した額に支所運営費を上乗せした額を、前年度市費補助金額を上

限として補助を行う。

２　経営指導の実施（巡回指導、窓口指導、創業指導）

３　講習会等の実施（集団指導、個別指導）

（千円）

「21年度最終予算額」が予算科目「21

予算額」合計と相違

「22年度予算額」が予算科目「22予算

額」合計と相違

事

業

費

特

定

財

源

国庫支出金

起　債

一般財源

県支出金

計  計  計  計   (A)

その他

11-037

　　　　　　　　事業の成果を具体的な数値で表すと（成果指標）

会員数(20年度末 飯田2,680 鼎543 上郷344 遠山郷127)(21年度末

3,185)

3108

21年度

実績

1 多様な産業が発展できる経済力の強いまちづくり

正規職員所要時間

臨時職員等所要時間

人件費計 (B)

47,797

715

トータルコスト　Ａ＋Ｂ

3108

（未確定）

200

48,512

A:十分達成

した

B:どちらか

といえば達

成した

C:どちらか

といえばで

きてない

D:ほとんど

達成できて

いない



５　行財政改革の取組内容【経常的事業のみ評価】５　行財政改革の取組内容【経常的事業のみ評価】５　行財政改革の取組内容【経常的事業のみ評価】５　行財政改革の取組内容【経常的事業のみ評価】

６　前期４年間の取組評価(総括)６　前期４年間の取組評価(総括)６　前期４年間の取組評価(総括)６　前期４年間の取組評価(総括)

小売業1店舗当たりの売上額（万円）

・特になし。

FALSE

・特定団体に係る育成と事業充実のための補助金であり、コスト削減の余地はないと考える。

事務事業を統合・分割する必要はありますか ない 対象や意図を修正する必要はありますか

７　「対象」「意図」「結果」の関係の確認７　「対象」「意図」「結果」の関係の確認７　「対象」「意図」「結果」の関係の確認７　「対象」「意図」「結果」の関係の確認

受益者負担の

程度、市が関

与する程度は

適切でしたか

４年間の振

り返り

後期に向

けた課題

・特定団体に係る育成と事業充実のための補助金であり、役割発揮の余地はないと考える。

・中小企業者支援と地域経済活性化のために必要な事業である。団体の総収入の約１割が市の補助金であり、県補助金約３割、会費

約２割、事業収入等約４割と比較し、相応の補助と考える。

全体を通じて

４年間の振

り返り

・商工会議所の事業経費を補助し、事業の充実を図ることで、地域商工業の振興、地域経済の活性化に寄与できたと考えている。21

年４月には市内４商工団体の組織統合が実現し、指導体制の強化と将来的な経営合理化に向かうものと期待される。また、20、21年度

にはプレミアム付商品券発行事業の実施に対して補助を行ったが、地域商業活性化の起爆剤として一定の成果があったと考えてい

る。

８　総合評価・次年度の事業の方向性改善の計画８　総合評価・次年度の事業の方向性改善の計画８　総合評価・次年度の事業の方向性改善の計画８　総合評価・次年度の事業の方向性改善の計画

後期に向

けた課題

・引き続き、補助と事業の充実を進めることで、地域商工業者の支援、地域商工業の振興を図る必要がある。

・補助金額は県補助金額と支所維持経費をベースに算出しており、今後、諸条件の変化に合わせて適宜見直しを行う必要がある。

行財政改革

の取組区分

【記載不要】

21年度決算と比

べての効果額

(千円)

具体的な

取組事項

【政策的事業のため記載不要】

【記載不要】

効果額説明(算

出根拠）、特殊要

因

【政策的事業のため記載不要】

施策の成果指

標又はムトス

指標

コストを削減す

るためにどの

ような工夫をし

てきましたか

４年間の振

り返り

上位の

施策への

結びつき

上位施策の目

的

事業者等が出荷額等を高める活動をする

この事務事業

は施策の目的

達成にどのよ

うに貢献しまし

たか

４年間の振

り返り

４年間の振

り返り

後期に向

けた課題

ない 成果指標や指標値を修正する必要はありますか

・商工会議所・商工会の事業経費に対する補助であり、その経営の健全化と事業の充実を通して地域商工業の振興、地域経済の活

性化を図ることになる。

・特になし。

・特になし。

・特になし。

・特定団体に係る育成と事業充実のための補助金であり、工夫の余地はないと考える。

・特になし。

ない

４年間

の振り

返り

多様な主体の役割の

発揮状況

①その主体は誰で、

どのような役割を果

たしましたか。

②その主体が役割を

発揮するために、行

政はどのような働き

かけをしてきました

か、又は、配慮してき

ましたか）

後期に向

けた課題

この事務事業

の成果を向上

させるためにど

のような工夫を

してきましたか

後期に向

けた課題

後期に

向けた

課題

目的見直し 事業のやり方改善現状維持休止廃止別事業に統合拡大完了 縮小 目的見直し 事業のやり方改善


